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売上高は、前年同期比２１億円増収の、２８１億円となり、

４期連続の増収で、

第２四半期累計期間としては過去最高となりました。

営業利益は２億円増加し、７億円、

経常利益９億円、

四半期純利益も５億円となり、

各利益は、いずれも２期連続の増益となりました。

また業績予想との比較でも、

売上、利益ともに上回っています。
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営業利益の前年同期比較において、

事業別売上高と営業費用の増減を示しています。

・企業向けに、住宅地図帳やパッケージ商品を提供する「プロダクト事業」は、

住宅地図データ配信や、ＧＩＳパッケージ等の売上が

堅調に推移したことなどにより、２億円の増収となりました。

・中央省庁や自治体向けビジネスを展開する「公共ソリューション事業」は、

住宅地図データの販売が増加したことなどにより、１億円の増収となりました。

・企画地図やオリジナルの地図柄商品等を提供する「マップデザイン事業」は、

ほぼ前期同額で推移しました。

・「オートモーティブ事業」は、国内カーナビゲーション用データの販売が

好調であったことに加え、ADAS関連の売上を今期は上期に計上したことなどから、

８億円の増収となりました。

・インターネットサービスや位置情報サービス等を展開する「ＩｏＴ事業」は、

スマートフォン関連の開発受託が増加したことなどにより、２億円の増収となりました。

・「マーケティングソリューション事業」は、前期の第３四半期より新たに連結子会社と

なった大東マーケティングソリューションズの影響で、７億円の増収となりました。

・営業費用は、

大東マーケティングソリューションズの影響や、

売上原価及び周年行事などによる人件費などで、１８億円増加いたしましたが、

増収により、営業利益は前年同期比で２億円の増益となりました。
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売上高・利益の過年度推移



ZGP2020で区分した事業別売上高の前年同期比較
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こちらのセグメント情報は、

「地図データベース関連事業」、

「一般印刷関連事業」、

「その他」の

３区分にて開示しています。
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地図データベース関連事業



10

一般印刷事業・その他
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キャッシュ・フローの状況

・営業活動においては、

仕入債務やたな卸資産の増加があったものの、

売上債権の回収などにより、３３億円の収入となりました。

・有形及び無形固定資産の取得などによる投資活動で

２１億円を支出した結果、

フリーキャッシュフローは、１２億円となりました。

・財務活動では、

自己株式の取得に１５億円、その他配当金の支払、

リース債務の返済などにより、合計２６億円を支出いたしました。
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目次 2019年3月期 通期業績予想
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通期の業績につきましては、

第２四半期の業績は順調に推移しましたが、

当社グループは、第４四半期に売上が集中するため

通期の業績達成には、下半期の進捗が大変重要であります。

現段階においては、各事業ともに概ね計画通り進捗していることから、

4月27日に公表した業績予想を据え置き、

売上高６４０億円、営業利益５８億円としています。
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当社は安定的かつ継続的な配当の実施を基本方針として、

連結株主資本配当率（DOE）３％以上を目標としています。

この方針に基づき、中間配当につきましては、

当初の予想どおり１株当たり１２円とし、

年間配当金は、２４円を予定しています。

なお、当社は4月1日付で株式分割を実施しましたので、

株式分割前の基準に換算すると、年間配当金は１円増配の

１株当たり３６円となります。
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目次 事業概況



2020年3月期までの事業別売上高

事業環境の変化を捉え、

今後の事業展開及び販売戦略を検討するため、

今年度より、表示しております事業区分へと再編し、

事業に合わせた組織体制としました。

上半期においては、全ての事業において順調に進捗しています。
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プロダクト事業では、

住宅地図帳の販売は減少していますが、計画内で進捗しています。

売り切り型から、継続的な収益モデルであるストック型の

商品・サービスの開発に注力し、市場への投入を進めています。

特に月額課金モデルのGISパッケージが順調に推移しています。

前期売上高の１４０億円のうち、

売り切り型とストック型の割合は、約７：３です。

GISパッケージの売上が、ストック型の約半数を占めており、

今後も、ストック型への移行を推進していきます。
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今期から独立の事業区分とした自治体・官公庁向けの

公共ソリューション事業も、順調に推移しています。

特に、自治体の防災意識の高まりなどより、

災害時に無償で住宅地図帳等を使用できる「災害時支援協定」は、

2018年10月末時点で534自治体と締結するに至りました。

この協定をきっかけに、自治体とのビジネスも徐々に拡大しています。

今後は、自治体専用ネットワークである「LGWAN」に対応した

商品･サービスの開発・提供を推進していきます。
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マップデザイン事業では、

今期、小学生向けの自由研究キット「まちたんけんキット」を

発売しました。

まだ実験的な商品ではありますが、

今後はシリーズ化も検討しています。

当社は今まで、

一般消費者向けの商品･サービスには特化していませんでしたが、

matimatiシリーズやまちたんけんキットなどの商品を通して、

一般の方々の地図の利用環境やニーズを把握し、

地図というものが、普段の生活で持つ価値を

検証していきたいと考えています。
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オートモーティブ事業では、

引き続き、自動運転に高い注目が集まっていますが、

高速道路の高精度データ整備は予定通り進捗しています。

一般道も、自動車メーカーとの研究レベルから、

一歩踏み出した段階にきています。

また、市場は、完全自動運転と自動運転支援等に分かれてきています。

自動車販売台数だけでは、

これ以上の大幅な拡大が見込めない日本市場において、

どのようなサービスを、

どのような企業と協業しながら展開してくかということが、

今後はビジネスにおいて非常に重要になってくると考えています。
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IoT事業は、

携帯のキャリア向けビジネス、

Googleなどのプラットフォーマー向けビジネス、

民間の大企業向けビジネス、

そしてドローン等の新規事業の主に４つで構成されており、

その比率はおよそ、２：５：２：１ です。

既存事業の収益基盤をより堅固にするとともに、

新規事業にも積極的に取り組むことで、

当事業はさらに拡大できると思っています。
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マーケティングソリューション事業では、

中堅企業や個人事業主のマーケティングニーズに

対応することを目的としています。

まだ立ち上げの段階ですが、

当社グループのリソースを活用し、

商圏分析から、プロモーションの実施、効果検証までを

ワンストップソリューションとして、

今まで導入が難しかった個人事業主の方でも

手軽に利用できるサービスを構築し、提供していきます。
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